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中国電力株式会社の島根原子力発電所３号機に関する新規制基準適合性審査

申請の動きを踏まえた要望について（送付） 

 

鳥取県における原子力防災行政について、日ごろ御協力をいただき、厚くお礼を申

し上げます。 

さて、このことについては、５月２２日に中国電力株式会社から、鳥取県、米子

市、境港市及び中国電力と締結している「島根原子力発電所に係る鳥取県民の安全確

保等に関する協定」に基づき、新規制基準適合性審査申請の事前報告を受け、８月６

日にこれに対する意見を回答したところです。 

ついては、今回貴府に対して、万が一原子力災害が発生した場合には大きな影響が

及び得るという周辺地域のリスクを勘案し適切に対処されるよう、別紙１のとおり強

く要望いたします。なお、中国電力株式会社に対応を求める事項として、別紙２のと

おり意見を付しています。 
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別紙１ 

 

内閣府（原子力防災）への要望 

 

○ 周辺地域における防災対策の強化について 

 

【原子力防災対策の強化について】 

 

１ 避難計画の実効性を深化させるため、県域を越える広域避難に備え、輸送手段や

避難先の確保、避難に使用する道路のＵＰＺ内の一体的整備、広域の交通規制等に

係る調整の具体的な仕組みを構築すること。原子力防災資機材の迅速かつ的確な運

用に必要な体制整備について財政的な支援を行うこと。避難行動要支援者の移動手

段及び必要な医療従事者、介護職員等の確保について、国が関与して方針を示し、

体制を整備すること。広域福祉避難所で必要な資機材について国が広域的に確保す

ること。 

 

２ ＵＰＺにおける原子力防災体制を一層強化するため、原子力防災・安全対策の交

付金を十分確保すること。また、ＵＰＺの設定に伴い、原子力発電所周辺自治体で

あっても立地自治体と同様の原子力防災対策が求められることから、避難計画の実

効性の深化をはじめとした原子力防災対策に必要な人件費等の経費について、国や

電力会社が適切な負担を受け持つ仕組みを早急に構築すること。 

 

３ 避難ルート等の検討や準備などには、気象情報の活用や放射性物質の拡散を予測

する情報の活用が有用と考えられるため、国が責任を持って活用可能な拡散計算に

ついて、専門的、技術的及び財政的に支援を行うこと。 

 

【原子力災害医療体制の整備】 

４ 安定ヨウ素剤について、３歳以上の未就学児、障がいや高齢等により嚥下機能が

低下している者についても、ゼリー剤の服用を基本とし、ゼリー剤５０ミリグラム

規格の開発製造を促進すること。 

  



 

 

別紙２ 

 

中国電力株式会社への回答 

 

安全協定第６条に基づき報告を受けたことの可否に関しては、敢えて判断を見送る

こととし、今回最終的な意見を留保する。事前報告の可否に関する最終的な意見は、

次の事項を前提として、今後、原子力規制委員会の詳細な審査の後、同委員会及び中

国電力株式社から審査結果について説明を受け、議会、県原子力安全顧問、原子力安

全対策合同会議の意見を聞き、県、米子市及び境港市で協議の上、提出する。 

 

１ 稼働に向けての一連の手続に際し、鳥取県、米子市及び境港市に協議を行うこと

をはじめ、立地自治体と同等に対応すること。 

 

２ 島根原子力発電所の安全対策や規制委員会の審査状況等について、住民説明会を

開催するとともに、鳥取県、米子市及び境港市に対しても分かりやすく丁寧な説明

を行うこと。 

 

３ 汚染水対策を適切に実施すること。また、その内容を具体的かつ分かりやすく説

明すること。 

 

４ 地震・津波・火山に関して、最新の知見を反映しつつ継続的に調査、評価を行

い、適切に対応を行うこと。 

 

５ ２号機・３号機に同時にシビアアクシデントが生じる場合も含め、シビアアクシ

デント対策について、より幅広いハード対策及びソフト対策を適切に検討し実施す

ること。また、その内容を具体的かつ分かりやすく説明すること。 

 

６ 使用済燃料の搬出、譲渡し等の対策について、安全の確保を大前提に、住民の理

解を得て一層の取組を進めること。 

 

７ 住民の安全確保にとって重要な避難計画の実効性を深化させるため、人的・物的

資源の確保等も含め、原因者としての責任を果たすべく協力すること。 

 

８ 県民の安全を第一義とし、関係自治体など地元への正確な情報提供、組織・人員

体制、教育・訓練、トラブル等の教訓の反映をはじめ原子力安全文化の醸成、自主

的かつ主体的な安全対策等、周辺自治体に誠実に協力し、万全な原子力安全対策を

責任をもって行うこと。 
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「島根原子力発電所に係る鳥取県民の安全確保等に関する協定等」の改定に

ついて（申入れ） 

 

このことについては、平成２４年１１月１日に申入れを行い、島根原子力発電所に

係る鳥取県民の安全確保等に関する協定（以下「安全協定」という。）を立地自治体と

同じ安全協定となるように改定すべく、本県、米子市、境港市よりかねて申し入れて

いるところです。 

この度、５月２２日に貴社より受けました安全協定第６条に基づく報告に対し、

県、米子市及び境港市では、貴社に対する意見を本日回答したところです。 

茨城県での新たな協定の文言への修正も含め、当職からの申し入れに応じてこられ

ていない貴職の対応は改められるべきであり、貴社に対し、協定の文言の修正と実効

性ある対策・方策を求め、安全協定を改定するよう強く求めます。 

なお、安全協定第６条に基づく事前報告の可否に関しては、最終的な意見を留保し

ていることを申し添えます。 
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